
ラオス民法典の概要（総論）

ＪＩＣＡ法の支配発展促進プロジェクト長期派遣専門家　

弁護士　入　江　克　典

第１　はじめに

　日本のラオスに対する法整備支援が開始してから２０年となる２０１８年（１２月６

日），ラオス（人民民主共和国）史上初めての民法典が第８回国民議会第６回通常審議に

おいて承認された1。

　本稿はラオス民法典の概要を紹介するものであるが，本号では，総論として，日本によ

るラオス民法典起草支援の概要，ラオス民法典の内容的特徴，ラオス民法典制定の歴史的

意義及びラオス民法典成立後の課題について述べる。次号では，各論として，ラオス民法

典の編ごとに詳述することを考えている。

第２　ラオス民法典起草支援の概要

　１　起草及び起草支援の方法

　　ラオス民法典の起草作業は，後述のとおり２０１２年６月に開始され，司法省，最高

人民裁判所，最高人民検察院，ラオス国立大学，国民議会，外務省及び商業工業省のメ

ンバーにより構成される民法典起草委員会により行われた。２０１２年の時点において

２５人で編成された同委員会は，民法典が成立した２０１８年１２月時点において４９

人であった。同委員会は，起草アドバイスを中心に行うシニアの法律家や副大臣・副長

官らから構成される起草委員と，実際に原案を作成する比較的若手のメンバーから構成

される起草テクニカルグループに分けられた2。後者（起草テクニカルグループ）は，総

則編及び人・法人編を担当するグループ１，契約内債務編，契約外債務編及び担保編を

担当するグループ２，物，所有権等の編を担当するグループ３，家族編及び相続編を担

当するグループ４に分かれて各担当分野の草案を起草した。各グループにおいて起草さ

れた草案は，随時，前者（起草委員）の確認を経た。国民議会審議時（２０１８年１２

月）においては草案防御委員会が編成され，同委員会が起草委員会に代わって国民議会

1 フランス統治下で編纂された民法典も存在するが（２７編・３４５条），人民民主共和国の成立に伴
い（１９７５年），王政時代の法が廃止されたため，形式的には承継されていない（松尾弘「ラオス民
法教科書作成支援について－１．回顧と展望－」ＩＣＤ ＮＥＷＳ第３０号（２００７年３月）４１頁）。
2 起草委員会４９人の内訳は，１）起草委員として，司法大臣（元・現職含む）３名，司法副大臣（元・
現職含む）３名，元国民議会法務委員会委員長，同副委員長，最高人民裁判所元副長官，最高人民検
察院副長官及び司法省局長３名，２）起草テクニカルグループとして，司法省１３名，最高人民裁判
所９名，最高人民検察院６名，ラオス国立大学３名，国民議会２名，外務省２名及び商業工業省１名
である。
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議員への説明等を実施した3。

　　日本は，ＪＩＣＡの技術協力プロジェクトを通じて長期派遣専門家を現地駐在させ，

起草作業の促進や技術支援を行うとともに，国内支援委員会（民法アドバイザリーグルー

プ：民法ＡＧ）を通じて学術的な観点から支援を行った。民法ＡＧは，２０１０年に結

成され，３１回の会合を実施してきた（２０１９年３月末時点）4。民法ＡＧ委員（２０

１９年３月末時点）は，松尾弘教授（慶應義塾大学大学院法務研究科，２０１０年度よ

り参加），野澤正充教授（立教大学大学院法務研究科，２０１１年度より参加），南方暁

教授（創価大学法学部，２０１４年度より参加），山田八千子教授（中央大学法科大学院，

２０１４年度より参加），大川謙蔵講師（摂南大学法学部，２０１４年度より参加），瀬

戸裕之准教授（新潟国際情報大学国際学部，２０１０年度より参加）及び前田澄子ＩＣ

Ｄ教官（２０１０年度より歴代ＩＣＤ教官により編成）である5。

　　なお，民法典起草委員会は，民法典草案とともに，目的，適用場面（具体例），他国

の民法典に関する情報等についてまとめた逐条解説書（リサーチペーパー）も並行して

執筆しており，日本はこれについても作成を支援してきた。後述のとおりリサーチペー

パーの完成が当面の課題となる。

　２　起草支援の経緯（時系列に沿って）

　　⑴　準備段階6

　　　日本は，ＪＩＣＡの技術協力の枠組みの下，法務省法務総合研究所及び名古屋大学

等が主体となり，２０００年代初頭より，将来的なラオス民法典起草を見据えその人

材を育成し法律学を創出するための民法支援を開始した。２００１年に法務総合研究

所にＩＣＤが設置されて以降は，民法に関するセミナー（民商事法セミナー）が現地

で行われるようになり，契約法や物権法など民法の主要領域を中心に，ラオス法と日

本法その他外国法の比較を中心とした活動が行われた。

　　　２００３年より開始された「ＪＩＣＡ法整備支援プロジェクト」（延長期間を経て

２００８年に終了）では，『民法教科書』が作成された。同教科書は，①総論・総則，

②物権，③債権，④担保という構成で，基本概念や制度の定義などから丁寧な解説が

なされている。民法ＡＧである松尾弘教授及び野澤正充教授は同教科書の作成支援に

も関与している。

　　　２０１０年より開始された「ＪＩＣＡ法律人材育成強化プロジェクト（フェーズ１）」

（２０１４年に終了）では，同プロジェクト形成時より民法典起草を軸に据えた活動

を実施したい旨の要請がラオス側よりあったものの，起草人材の育成及び民法理論に

3 草案防御委員会については法令制定法（２０１２年）４５条及び４６条に規定がある。民法典草案
防御委員会は，司法副大臣（元・現職含む）２名，元国民議会法務委員会委員長，最高人民裁判所副
長官，最高人民検察院副長官及び司法省職員４名で構成された。
4 民法ＡＧが正式に結成される前にも５回の会合を実施している。
5 ２０１３年度のみ西希代子教授（慶應義塾大学大学院法務研究科）が参加している。
6 松尾・前掲注１，松尾弘＝松邑翔太＝杉田彩子「ラオス法律人材育成強化プロジェクトにおける『民
法基本問題集』作成支援から」ＩＣＤ ＮＥＷＳ第４９号（２０１１年１２月）９７頁以下
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ついて研究をさらに継続することとした。

　　　同プロジェクトではまず『民法事例問題集』（２０１２年印刷・全２２６ページ）

を作成した。同問題集では，①不動産取引，②動産取引，③担保，④契約責任，⑤不

法行為，⑥家族法（相続含む）に関する各事例問題についてラオス法に基づき解説す

るとともに日本法を適用した場合の解決例についても付記されている。さらに，同プ

ロジェクトでは，起草支援が本格的に開始して以降も，『民法ハンドブック契約内債務』

（２０１４年印刷・全６７ページ），『民法ハンドブック契約外債務』（２０１４年印刷・

全２６ページ）といった執務参考資料を作成している。

　　⑵　起草段階

　　　前記「ＪＩＣＡ法律人材育成強化プロジェクト（フェーズ１）」の最中である２０

１２年６月８日・９日，民法典起草開始式が行われ，満を持して起草活動が開始した。

まずは，全体構成について協議し，総則を設けること，家族編と相続編の位置，物に

関する編と債権に関する編の先後などが確定され，その後，前述の４つのグループに

分かれて具体的な起草作業が開始された。

　　　ラオス側は，自分たちの手により民法典を創出させるのだという強い覚悟の下，起

草作業を進めた。日本側は，ラオス側の主体性を尊重し，ラオス側が自ら考え自ら手

を動かすことを意識しつつ，起草作業の促進，ラオス側の疑問点の解消の他，基本概

念のインプット，外国法情報の提供等幅広くアドバイスを行った。「ラオス人の，ラ

オス人による，ラオス人のための民法典」の実現に向けて7，ラオス側に常に寄り添い

最大限の後押しを行ったものである。

　　　以上のような支援方法は，民法典の成立後，ラオス側からも高い評価を受けた。ラ

オス司法省ブンサワット副大臣は，日本のメディアからの取材に対し，「日本の支援

が他国と違うのは，他の国は専門家を短期だけ派遣するが，日本は首都ビエンチャン

に常駐させ，ラオスの事情を深く理解してアドバイスしてくれました。両国合作の民

法です」と述べた8。また，ドゥアンマニー・ラオマオ司法省経済紛争解決センター長

は，「日本の法制度整備支援のやり方は，基本から教えてくれる，ラオス人と一緒に

考えるというもので，最終的にはラオス人自身が自分で考えることができるようにな

ります。このような日本の法制度整備支援の方法によりラオス人は自信をつけること

ができました。この自信が今回のラオスで初めてとなる民法典制定につながったもの

と考えています。」と述べている9。

　　　ラオス民法典は，当初，立法計画に従い２０１５年の成立を目指していたため，２

０１４年末から２０１５年初頭に向け起草作業が一層加速した。司法省やプロジェク

7 松尾弘教授は，２０１８年２月２６日開催ローフォーラムにおいて，ラオス民法典を示すキャッチ
フレーズとして「Lao Civil Code by the People, of the People, for the People」と表現した。
8 西川恵「金言」毎日新聞２０１８年１２月１４日
9 伊藤淳／入江克典／ナロンリット・ノーラシン／ドゥアンマニー・ラオマオ「ラオスにおける日本
の法制度整備支援の現状と課題～民法典起草支援を通じて～」法律のひろば第７２巻３号（２０１９
年３月）３７頁
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トオフィスでの会議，首都近郊ターラートでの合宿（通称リトリート）のほか，民法

ＡＧも参加しての現地セミナー（２０１２年８月，２０１３年３月，８月，１１月，

２０１４年８月），本邦研修（２０１３年２月，２０１４年２月，１１月，２０１５

年３月），ＪＩＣＡ－ｎｅｔシステムを利用して行うテレビ会議（２０１３年度は５

回実施，２０１４年度は７回実施，２０１５年度は４回実施）が頻繁に実施された。

　　⑶　意見聴取と改訂作業，１回目の国民議会審議

　　　２０１４年末から２０１５年に約６５０か条の最初の原案が起草されて以降は，南

部パクセー（２０１４年１１月），首都近郊ターラート（２０１５年１月）及び北部

ルアンパバーン（同年３月）において実務家（裁判官，検察官，司法省職員，弁護士

等）を対象とした意見聴取会議を実施し，草案の改訂に活かした。その後，バンビエ

ンでの現地セミナー（同年８月）や３週間に及ぶ本邦研修（２０１６年２月）にて草

案を改善した後，再度，南部パクセーで実務家との意見交換会を実施し（同年３月），

その結果を吟味し条文の改訂に反映させた。

　　　もっとも，起草作業の遅れと国民議会審議のスケジュールの都合で，立法計画上の

目標であった２０１５年までのラオス民法典の審議は実現に至らなかった。その後の

草案改善と，首都ビエンチャン（２０１７年２月）及び南部パクセー（同年３月）で

の２度にわたる国会議員との意見聴取を経て，２０１７年５月に至りようやく国民議

会で審議されることとなったが（同年５月１５日・１６日），国民議会議員や市民に

対する理解促進・説明が不十分であるなどとの理由で不成立となり，２０１８年末の

国民議会で再審議することになった。

　　⑷　さらなる意見聴取，ドナー間調整，２回目の国民議会審議

　　　その後，民法典起草委員会は，南部アタプー（２０１７年１１月）及び北部サイニャ

ブリー（２０１８年２月）にて国会議員に対する説明会を実施したほか，ビエンチャ

ン首都ではベトナム元司法副大臣等を招待した上で国民議会議員等との意見交換の機

会を設けた（２０１７年６月，２０１８年２月）。さらに，ビエンチャン首都にて郡・

村レベルでの意見聴取会やラオス国立大学での意見交換会を開催し（２０１８年４月・

５月），市民の声を民法典に反映するよう努めた。

　　　また，２０１７年１０月ころより，世界銀行グループに属する国際金融公社

（International Finance Corporation: ＩＦＣ）による民法典担保編の改訂に係るコメン

トが本格化し始めた。ＩＦＣは，動産担保取引の活性化を目的として登録による統一

的動産担保制度を導入すること，その実効性を高めるために，動産質や書類による質

等を廃止することを提案した。この提案はビジネス目的以外の一般市民間における取

引実態や利用の便宜の考慮に乏しかったため，ラオス起草委員会は，登録動産担保制

度の有用性・利便性を認識しつつも段階的に同制度を受容していくべきとの考えの下，

民法典ではＩＦＣの提案を殆ど容れることなく，自らの手で起草した担保編をもって

国民議会に提出することとした。

　　　以上のような経緯を経て，ラオス民法典は，２０１８年６月，司法省より政府内閣
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に再提出され，同年８月，政府内閣から国民議会常務委員会に提出され，同年１２月

５日及び６日の国民議会で再審議された結果，賛成多数（賛成１０８，反対１０）で

可決され成立した。

　　⑸　ラオス民法典成立後

　　　ラオス民法典は，国家主席令の発布及び官報での公布を経て，１年間の周知期間を

経た後，発効となる予定である（６３０条）。

　　　もっとも，民法典成立後，本稿執筆現在（２０１９年４月）においても，ラオス民

法典の条文内容に関する国民議会常務委員会との協議が継続し，条文の改訂作業が行

われている。民法典起草委員会によれば，国民議会による承認を経た以上民法典の大

きな構成に関する修正はできないものの，国民議会審議でコメントがあった条文等を

中心に同常務委員会との協議を経て条文が改訂されるとのことである。

第３　ラオス民法典の特色

　１　構成

　　ラオス民法典は全９編６３０条で構成される。第１編は総則，第２編は人及び法人，

第３編は家族，第４編は物，所有権及び物に関する権利，第５編は契約内債務，第６編

は契約外債務，第７編は担保，第８編は相続，第９編は最終条項である。各編の詳細に

ついては次号にて紹介する予定であり，本号では省略する。

　２　内容的特色

　　⑴　個別制定法の承継

　　　ラオスにおいては，実質的意味の民法が，契約内外債務法・家族法・所有権法・担

保法・相続法などの個別制定法の形式で存在している。これらの個別制定法は，１９

８６ 年の新思想（チンタナカーン・マイ）による社会主義的経済管理メカニズムの

導入を契機に，１９９０年代を中心に世界銀行等の支援を受けて立て続けに形成され

たものである。主な法律について述べると，１９９０年に所有権法，契約法，相続法

（２００８年改正），家族法（２００８年改正），契約外債務法（２００８年に契約法

と合わせて契約内外債務法が制定），１９９４年に担保取引法（２００５年に改正），

１９９７年に土地法（２００３年に改正）が制定された10。

　　　ラオス民法典は，原則として上述の個別制定法を承継して編纂する形とした。法は

社会状態の反映であるからそのような形が自然であるし，内容面で連続性がある点は

市民社会への民法典の浸透を容易にするものといえる。

　　　特に，第３編の家族と第８編の相続に関しては，伝統を重視して，現行家族法・現

行相続法を維持しているものが多い。例えば，婚約制度（１４５条），結婚式の規定（１

４８条），裁判離婚の実体的・手続的要件（１７６条・１７７条），僧その他の宗教者

への相続（５８４条）などである。なお，家族編・相続編に関しては，民法典起草テ

10 松尾弘＝大川謙蔵「ラオスにおける民事関係法制に関する調査研究」（２０１５年〔平成２７年〕３月）
１１頁以下　http://www.moj.go.jp/content/001147824.pdf
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クニカルグループが，現在の社会状況に合わせ個別法上不明瞭であった部分を解消す

るため新たな草案を起草していたが，起草委員において家族法・相続法を維持すべき

であるという見解が強く，（残すべき伝統であるか否かに関わらず）多くの部分で個

別法の規定のまま残置された。今後の民法典の改正に向けて，時間をかけて国民的議

論を行い，残置すべきものとそうでないものが選別され，より洗練された家族編，相

続編に進化することが期待される。

　　⑵　新たな概念，新たな規定の導入11

　　　ラオス民法典は，前述のとおり，原則として個別制定法を承継する形での編纂され

たものであるが，個別法には存在しなかった新たな概念，規定も導入されている。以

下のとおりいくつかの観点に整理する。

　　　ア　まず，体系的な整理という観点から，総則（第１編），法律行為（１５条），代

理（第１編第４章），法人（第２編），占有（第４編第２章）の規定等が置かれた。

例えば，契約内外債務法（２００８年）に規定されていた条文のうち民法典に共

通して適用できるものを総則（第１編）に規定することで整理した。法人の規定

は，企業法や首相令等において個別規定が存在したが権利能力の主体としての整

理はされていなかったところ，第２編において規定した。さらに，占有について

は，ベトナム民法典（２０１５年）に倣い，独立の権利ではなく所有権の一形態

として定義されていた「占有権」（所有権法１条）と区別する形で，独立の章が

設けられた。

　　　イ　次に，土地利用を促進する観点から，地上権・地役権という新たな制度が導入

された。土地賃貸借や土地使用権に基づく通行地役権等との相違を意識しつつそ

の必要性につき理解し，新たな用語を作った上概念として取り入れることは容易

ではなく，導入の当否について幾度も議論を重ねた。後述のとおりベトナム民法

典（２０１５年）の教訓を活かした円滑な土地登記制度の運用が課題となる。

　　　ウ　また，経済の変化に対応し取引を促進する観点から，無権代理行為及び越権代

理行為に関する第三者と本人との利益調整として表見代理（４０条２項，４１条

２項）の制度が置かれた。また，複数の担保権設定を認め土地の価値を最大限に

活かす制度（５２４条）が置かれたが，先行する担保権者が設定者から土地権利

証を取得し保持してしまうため後順位担保権の設定が困難である実務とどのよう

に調整するかは議論を継続する必要がある12。また，地上権・地役権と同様に，

新たに整理した抵当権・質権に対応する登記制度を準備する必要がある。

　　　エ　諸外国の制度（国際標準）の導入との観点から，日本の他，フランス，ドイツ，

ベトナム，タイ，カンボジア等の民法典に倣って規定を置いている。前述した法

11 松尾弘教授の２０１７年８月２８日第５回ローフォーラムにおけるご発表「ラオス民法典の比較法
的特色と歴史的重要性」の整理を参照し筆者にて再構成した。
12 民法典成立後においても国民議会常務委員会との間で議論が継続している規定である。条文配置を
入れ替え５２３条となる見込みである（本稿を執筆している２０１９年４月時点）。
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律行為，代理，法人，地上権，地役権に関する規定に加えて，例えば，タイ民商

法典に倣い契約の解釈（３７４条）の規定を置き，フランス民法典に倣って契約

の効力（３７５条）を置いた。タイや日本に倣い詐害行為取消権の規定（３９７

条）の規定も置いている。

　　⑶　ラオス民法典に含まれていない規定等13

　　　ラオス民法典に含まれていない規定やラオス民法典上の取扱いが不明瞭なものとし

て主に以下の点を挙げることができる。そのうちいくつかは今後民法典が改正される

にあたっての課題となっていくものであると思われる。

　　　ア　任意規定と強行規定の区別，解釈に際しての法律行為及び慣習との優劣が不明

確

　　　　　ラオス民法典には，民法典において規定がなく当事者間において合意がない場

合は実務慣習を適用するが，憲法及び法律に抵触してはならないという規定があ

る（６条２項）。この条文からは，民法典の規定と異なる合意をすることが可能

か否か，実務慣習の意義14，民法典の規定が常に実務慣習に優先するのか否かな

どが明らかでない。

　　　イ　準共有の規定が存在しない

　　　　　債権等の準共有に関する規定が存在しないことから，物に関する共同所有権の

規定（２８０条以下）の解釈により対応することとなると思われる。

　　　ウ　債権総論の編が存在しない

　　　　　ラオス民法典の構成上，債権の効力・移転・消滅等を定めたいわゆる債権総論

の部分は存在せず，第５編契約内債務の中に支払（３８２条），相殺（３８５条），

債権譲渡（４０１条），詐害行為取消権（３９７条）等の条文が置かれている。

　　　エ　双務契約を前提とした制度（同時履行の抗弁権等）が存在しない

　　　　　双務契約の効力である同時履行の抗弁権に関する規定がない。また，履行不能

による契約の終了を認める反面（４００条），危険負担をどのように理解するか

の規定もない15。

　　　オ　多数当事者の債権債務関係に関する規定が存在しない

　　　　　第７編で定められた保証（５５６条－５６１条）を除き，多数当事者の債権債

務関係（分割債権・債務，不可分債権・債務等）に関する規定が存在しない。

　　　カ　担保執行制度が未整備である

　　　　　ラオスにおいては，競売等の執行手続が整備されていないことから，民法典上

も私的執行を前提とした実体規定が整理されているに留まっている（５３１条，

13 松尾弘教授作成の「ラオス民法典草案のさらなる改訂に向けて」（２０１８年３月本邦研修実施時点）
における整理を参考にして筆者にて加筆した。
14 ６条１項に定義規定があるが，具体的にいかなる慣習が「実務慣習」に当たるのかは解釈に委ねら
れる。
15 ラオスでは双務契約の特質が十分に理解されていない（野澤正充「契約及び契約外債務，人的担保
－ラオスにおける民法典編纂と法整備支援」比較法研究第７７号〔有斐閣，２０１５年〕１４４頁）
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５３９条，５５１条，５５５条）。手続規定の整備に伴い実体規定も改めていく

必要がある。

　　　キ　未成年者等の監督義務者の責任等について免責規定が存在しない

　　　　　未成年者等の監督義務者として，父母，後見人又は管理者が不法行為責任を負

う旨の規定が存在するが（４８７条），免責規定が置かれていない。起草委員会

内で議論されたが，裁判官ごとに免責判断が異なることになるのを危惧し免責規

定は置かれなかった16。今後のさらなる議論の深まりを待って免責規定を置くこ

とが考えられる。

　３　比較法的特色

　　⑴　個別制定法の比較法的特色17

　　　前述のとおり，ラオス民法典は，原則として所有権法，契約内外債務法，家族法等

の個別制定法を承継しておりその比較法的特色を受け継ぐものであるが，個別制定法

は，その制定経緯からフランス的要素，社会主義的要素，英米法的要素，国際取引法

の要素の混合的性格を有するとされている。

　　　フランス統治下の法からは断絶されているものの，フランス法の教育を受けた司法

省の幹部が関わった個別法にはフランス法の影響が見て取れ，特に，契約内債務及び

契約外債務部分にはフランス民法の影響が色濃く出ている。例えば，契約の要件に関

する動機（コーズ）の規定（契約内外債務法１０条４号，１４条〔民法典３６６条２

項〕），絶対無効（確定的無効）と相対無効（不確定的無効）（契約内外債務法１８条

～２０条〔民法典２２条～２４条に対応〕）に関する規定である18。

　　　また，個別法制定時には世界銀行の支援と共に，ソビエト（当時）及びベトナムの

専門家がアドバイザーとしてラオスを訪れており，ソビエト法及びベトナム法も参考

にされたとのことであり社会主義諸国の影響を無視することができない。

　　　さらに，担保取引法（１９９４年）の起草はＩＦＣが行ったが，２００５年にアジ

ア開発銀行（ＡＤＢ）が作成した草案を基に改正が行われ，同法実施に関する首相令

（２０１１年）は再度ＩＦＣが起草を担当している。２００５年担保取引法は，アメ

リカ統一商事法典（ＵＣＣ）の影響を相当受けたもののようである19。

　　　２００８年契約内外債務法には国際契約のルールに依拠する規律も多い。例えば，

品質保証責任に関しては国際物品売買契約に関する国際連合条約（ウィーン売買条約）

に沿った規律を導入している（契約内外債務法２５条１項〔民法典４０７条に対

応〕）20。

16 民法ＡＧが参加しての民法典起草委員会との協議（２０１８年３月本邦研修）
17 松尾＝大川・前掲注１０（１１頁以下）
18 野澤・前掲注１５（１３８頁），野澤正充「ラオス民法教科書作成支援について－２．債権法につい
て－」ＩＣＤ ＮＥＷＳ第３０号（２００７年３月）６３頁参照
19 古積健三郎「ラオス民法教科書作成支援について－３．担保法－」ＩＣＤ ＮＥＷＳ第３０号（２００７
年３月）６７頁以下
20 野澤・前掲注１５（１４２頁）
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　　⑵　ラオス民法典の比較法的特色21

　　　ドイツ，フランス，日本，カンボジア，ベトナム等の民法典と比較すると，ラオス

民法典は６３０条という簡潔な条文構成となっている。

　　　第２編の人及び法人に続いて第３編に家族を置く点，権利の主体・客体・変動と展

開されるインスティトゥティオネス体系（代表例として，フランス民法典）の特色を

持ちつつも，法律行為を含む総則を第１編に置き，第４編の物に関する権利と第５編・

第６編の契約及び契約外から発生する権利を区別している点，パンデクテン体系（代

表例として，ドイツ民法典，日本民法典）の要素を導入しており，両体系を融合した

ものと評価される22。

　　　ラオス民法典の個別規定を検討する際の参考にされたベトナム民法典（２０１５年）

と比較すると，総則をコンパクトにまとめた点，市民社会の憲法としての意義を重視

し家族法も取り込んだ点が特徴的であるといえる（ベトナム民法典は総則の条文数が

多い一方，家族の編を置いていない〔婚姻家族法を個別法として維持している〕）。

　　　また，第３編の家族と第８編の相続とが分離して配置されている点も特徴的である

が，家族の重要性を承認する社会の意識の表れとして人及び法人に次いで配置された

一方で，相続は所有権取得の原因でもあるので家族編とは分離しておいたものと整理

されている。

　４　制定過程における特色

　　ラオス民法典の制定過程を見るとそのプロセスを重視して進めた点に特徴がある。

　　ラオスにおいては，前述のとおり，その準備段階において，教科書，事例問題集等の

作成を通じて，基本的な法理論の理解に促進と民法典起草の中核となる人材育成に長い

時間をかけた。ベトナム民法典やカンボジア民法典の起草過程・起草支援過程と比較す

るとその特徴が顕著である23。

　　また，前述のとおり，国会議員や実務家などの多くの者の意見を慎重に考慮して起草

を進め，このプロセスにも３年超にも及ぶ長い時間をかけた点，比較法的に見ても非常

に民主的な民法典であると評価される24。

第４　ラオス民法典制定の歴史的意義25

　１　個別法の体系化

　　ラオス民法は前述のとおり，契約内外債務法・家族法・所有権法・担保法・相続法な

21 松尾弘教授による２０１２年６月８日・９日民法典起草開始式でのご発表「民法の体系としてどの
ようなものが相応しいか」「比較法からラオスに相応しい民法を考える」参照。松尾弘「序説－ラオス
における民法典編纂と法整備支援」比較法研究第７７号〔有斐閣，２０１５年〕１０９頁。
22 混合したものとして，スイス民法典，カンボジア民法典，ネパール民法典など（松尾・前掲注２１
〔２０１２年６月８日・９日資料〕）。
23 松尾弘「法整備支援における民法典整備の意義と課題」慶應法学第４号（２００６年）４０頁以下
24 松尾弘教授による２０１９年２月１９日「日ラオス法司法分野協力関係２０周年及びラオス民法典
成立記念式典」でのご発表「ラオス法整備支援２０年とその成果としての民法典」より。
25 松尾・前掲注１１（２０１７年８月２８日ご発表）の整理に従う。
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ど個別制定法の形で形成されている。市場経済化に対応して急速に法を整備したため，

民事実体法として体系的な整理が必要な状況であった26。例えば，所有権法５８条（民

法典２４３条に対応〔権原なく占有する物の返還〕）と契約内外債務法４２条（民法典

４０９条に対応〔権原なく得た動産の売買〕）との規定はほぼ重複していたが，民法典

では条文配置を考慮した上内容を修正し，後者を売買契約における特則と整理した27。

　２　権利の確実な保護・実現，信頼の確保取引の促進と安定的な経済成長への寄与

　　前述１のとおり，ラオス民法典において明確かつ整合的なルールを作ることによって，

ラオス民法典が紛争予防・解決規範として機能し，一般市民の権利利益の確実な保護・

実現に寄与し，ひいては「法の支配」の進展に寄与することとなる。ルールの透明化は

取引を促進し内的経済活動をより活性化させるとともに，国際社会の信頼を醸成し外的

資本の参入をも促進することとなる。

　３　ラオス社会と文化の発展への適合性・グローバル化との調和

　　ラオス民法典は，現代の急速なグローバル化の要請に応えつつもラオス社会や文化へ

の適合性を確保したものとしての意義を有する。今後はさらに社会のニーズに対して民

法典の規定が欠けている部分はないかを検討し，他の法令等により補充したり，次回の

民法典改正に向けて準備をしたりする必要がある。例えば，担保設定の目的で土地使用

権を譲渡する実務が相当数存在するようであるが28，民法典には譲渡担保制度が存在し

ていない。また，法により取引事業者の便宜を図るとともに消費者をどのように保護す

るのかという点も調和問題の一つであり29，この点は今後も制度の整備を検討しなけれ

ばならない点である。

　４　ラオスの法律学の発展への寄与

　　ラオス民法典の制定を契機に民法典の研究を加速しラオス独自の法理論を発展させて

いく足掛かりとなる。例えば，「法律行為」はドイツで生まれた概念であるが，フラン

ス民法典（２０１６年）１１００条１項，１１００－１条１項にも導入され，今般ラオ

ス民法典にも導入された。比較法の観点からラオスにおける「法律行為（ニティカム）」

の在り方を研究することはラオス法律学の発展に寄与するものと考えられる30。

26「世銀の主導に対応して一通りの早急な法整備を実施してきたものの，簡素な単行法の羅列の観を呈
しており，内容的不足や深刻な不整合が存在する」（金子由芳「ラオスの経済関連法制の現状と協力の
焦点」〔国際協力事業団国際協力総合研修所 ２００１年〕）。その一方で，「これらの個別単行法は裁判
で適用され，試行錯誤的に部分改正も行われてきたことも看過すべきでないように思われる」（松尾＝
大川・前掲注１０〔１３頁〕）。
27 民法ＡＧが参加しての民法典起草委員会との協議（２０１７年８月２８日－９月１日現地セミナー）
28 民法ＡＧが参加しての民法典起草委員会との協議において（２０１８年８月１３日－１５日現地セ
ミナー），同委員会テクニカルグループメンバーであるチャンタリー氏より，ラオスにおいては担保設
定目的の土地使用権の譲渡につき，「架空移転（オーンローイ）」として問題となっているとの発言があっ
た。
29 野澤正充教授による２０１７年８月２８日第５回ローフォーラムでのご発表「日本民法典（債権法）
の改正とラオス民法への示唆」や，２０１９年２月２０日ラオス国立大学民法典成立記念式典でのご
発表「民法典編纂の意義と課題」でも消費者保護に関する制度整備への言及があった。
30 ラオス民法アドバイザリーグループ「ラオス民法典草案における『ニティカム』の用語について」
（２０１８年１０月）
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第５　民法典成立後の課題31

　ラオス民法典は無事成立したが，前述のとおり民法典の内容面の改訂作業が継続してお

り，まずはこの点を適切に対処する必要がある。そして施行後は，民法典が市民社会にお

いて利用され，民法典を通じてラオス法律学が発展しラオスの法律家が育成されることを

目指す。

　１　民法典の市民社会への浸透

　　言うまでもなく民法典が市民社会に認知されず市民の権利の実現に寄与しなければ，

ラオス史上初の民法典も画餅に帰す。そこで，市民の権利実現の担い手である法律実務

家（裁判官，検察官，弁護士，司法省職員等）が民法典を紛争予防・解決の道具として

活用できるようにし，また教育研究機関（大学，国立司法研修所）が民法典を研究し学

生に民法典を教授できるようにするため，彼らに対する普及活動を中心に据えつつ，一

般市民への民法典の普及（広報）も並行して実施していくこととする。セミナーだけで

なくメディア（雑誌，ＴＶ，インターネットなど）を含む様々な方法を活用し，継続し

て行うことが重要である。

　２　民法典逐条解説集（リサーチペーパー）の完成

　　ラオス民法典の逐条解説書であるリサーチペーパーは，当初，民法典の国民議会審議

に際して国民議会に民法典草案とともに提出される予定であったが，起草委員会の意識

が草案の最終化の方に向けられていたこと等により，２０１８年１２月の審議までにこ

れを完成させることはできなかった。リサーチペーパーには，６年超の民法典起草を通

じて検討・獲得した情報を集約させるだけでなく，これまでの議論の経緯や解消しきれ

なかった論点を可能な限り盛り込むことが重要である。そのような記載が，民法理論研

究を促進し，次回以降の民法典改正に活きると考えられるからである。２０１９年度内

（遅くとも民法典施行まで）の完成を目指している。

　３　民法典制定史の編纂と法制執務上の知見の蓄積

　　法制執務の改善は，立法事実の把握，政策立案から，法令内容の不明確さ・法令相互

間の矛盾重複の解消に至るまで，ラオス法司法セクターの大きな課題の一つであるが，

６年超にも及んだ民法典起草過程においては，法制執務上の知見・経験・教訓が数多く

得られた。これらを取り纏め他の法律の起草に活かせる形で残しておくことは，長い歳

月をかけた民法典起草活動を有効に活かすものである。協議の結果，第一段階として「民

法典制定史」を取り纏めることにより客観的な事実を集約させ記録として残すこと，第

二段階として，そこから「法制執務上の教訓」を抽出する作業を行う。

　４　土地登記制度の運用

　　前述のとおり，ラオス民法典は土地利用促進のための新しい制度として地役権・地上

権を設け，また，土地担保制度を不動産質と不動産抵当という形で整理した。これらの

制度にはいずれも登記の設定が求められている（３４１条１項，３５２条１項，５３６

31 ２０１９年３月４日－１５日に実施された民法典本邦研修において，ラオス民法典に関し今後対応
すべき課題の洗い出しとワークプランの策定を行った。かかる本邦研修での整理に従う。
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条６号，５４９条５号）。したがって，これら民法典の新しい制度が有効に活用されて

いくためには土地登記の運用の整備が不可欠である。この点ベトナム民法典（２０１５

年）は，土地に対する権利（物権）として，①地役権（隣接不動産に関する権利。２４

５条），②享用権（２５７条），③地上権（２６７条）を新たに定めたにもかかわらず，

民法を管轄する司法省と，土地登記を管轄する天然資源環境省との合意が得られなかっ

たことから，民法典が２０１７年１月１日に施行された後も，新たに設けた前記①～③

の物権を登記することができないままになっている32。ラオスでは，かかるベトナムで

の教訓を活かし，民法典施行前から土地登記を管轄する天然資源環境省と協議・調整を

進め，施行と同時に土地登記が滞りなく運用できるよう準備を進める。

32 松尾弘教授による２０１９年２月２１日現地セミナーでのご発表「ベトナム民法典の経験を踏まえ
たラオス民法典の土地登記制度の整備－具体的な登記簿構成のモデルを提示して－」
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